
デフレだから人手不足になる
～賃金上昇の課題は何か～

●�失業率は2016年９月に3.0％と1994年並みの低水準まで低下した。ただ、その背景にあるのは
労働需要の旺盛さというよりは、若年層の人口減少による労働供給の制約である。人手不足が
発生している以上、今後は賃金上昇が発生すると考えるのが教科書的な理解だが、実際に人手
不足の中身を調べてみると、「生産性が上がらないから人手が集められない」という逆の因果が
浮かび上がってくる。
●�人手不足下で賃金上昇圧力が高まっても、賃上げとは程遠い年金生活者が数多くいる。家計支
出の半分程度を60歳以上のシニア世帯が占めており、彼らの需要は財政再建の下で制約され
ているのが実情だ。
●�人材不足はサービス業種のみでなく、技能労働者においても深刻だ。こうした人材不足の背景に
は、大企業が企業内教育を以前ほど熱心に行わなくなったことがある。技能労働者の不足や止ま
らない非正規化の流れの中には、企業が人的投資に消極的、という意味でのデフレ心理がある。
●�人手不足・人材不足だから賃金が今後上がっていくだろうという展望にはならず、雇用改革を進
めながら隠れた低生産性の環境を是正しなければ、供給面での需給ミスマッチは治せない。わが
国の人手不足・人材不足は構造改革に時間をかけてゆっくりとした解決法を継続する限り、スト
レスがたまり続けることであろう。
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　わが国の失業率は、2016年9月に3.0％まで低下し、

1994年並みの水準となっている。これは1994年並の水

準である。その背景にあるのは、労働需要の旺盛さという

よりも、若者人口の減少が進んできたことによる労働需

給の制約である。つまり、景気情勢よりも構造的な人口問

題が人手不足の状況を作り出しているのである。総務省の

「労働力調査」では、完全失業者の内訳で非自発的失業と

みなされる失業者数が歴史的な低水準まで減ってきてい

る。こうした足もとの状況は、90年代以来の完全雇用状

態ということである。

　教科書的な理解をすれば、いよいよ今後は本格的な賃

金上昇の局面へ進んでいくという解釈もできそうだ。こ

れは、人手を確保したい企業が、もはや失業者から人手を

1. 完全雇用の時代 まかなうことが不可能になったので、すでに労働市場で

働いている労働者を現在の賃金水準よりも高い賃金水

準で引き抜いてこざるを得ないからだと説明すればわか

りやすい。

　人員（ないし人材）を奪い合うことになるから、その賃金

上昇圧力は賃上げを拒んできた企業にも強く意識され

る。デフレ脱却の鍵を握るのは、まさしく賃金上昇圧力の

顕在化に見える。

　失業率が低くなり、人手不足を訴える企業が続出する

から、いよいよ賃金上昇が進む。このような見方は極めて

わかりやすいのだが、人手不足の実態について様々な背

景を捉え直してみると、どうも賃上げが簡単に進んでいく

状況とは違っていることがわかってきた。

2. サービスの低生産性
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　2つのグラフを参照して、人手不足が必ずしも賃上げ

に結び付きそうにないメカニズムをお伝えしたい。まず、

人手不足の状況である（資料1）。日銀短観9月調査では、

雇用判断DIが前回よりも「不足」超の方向へと強まった。

業種別に、「不足」超幅が大きい順にリストアップすると、

最も人手不足に苦しんでいるのが、宿泊・飲食サービス業

であることがわかる。次が、対個人サービス、そして対事

業サービスと続く。

　一方、人手不足感が強いサービス産業の就業者1人当

たりの生産性について調べて、その順位を並べてみた

（資料2）。すると、労働生産性が特に低いのは、飲食店や

対個人サービス（洗濯・理容・美容）となっていた。この関

係は、労働生産性の低いサービス業種ほど、人手不足感

が強いというものである。この関係を解釈すると、人手不

足を解決するために賃金水準を引き上げればよいが、現

状労働生産性が低すぎて、賃金水準を上げるに上げられ

資料1 人手不足感の強い業種（上位）

（出所）日本銀行「全国企業短期経済観測調査（2016年9月）」
（注）マイナス幅が大きいほど、人手不足度合いが高いことを示す。

資料2 サービス業の中での生産性ランキング

（出所）総務省「経済センサス」
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ないということだろう。なぜ、人手不足なのかと言えば、

労働生産性が低水準なので、企業が提示できる賃金もま

た低くなり、人が集まりにくいからである。

　多くの人が、人手不足になれば賃金は上がると考える

のだが、かなり広範囲の分野において因果関係は逆に

なっていて、低賃金だから、人が集められないという図式

が成り立っている。問題の本質は、そうしたサービス産業

で事業者にはほとんど儲けがないために、賃上げもまま

ならないという構造である。

　人手不足ならば、賃上げを実行すれば済むという意見

はあろう。もしも、飲食・宿泊や個人サービスで賃上げを

強制的に行えば、消費者に提示するサービス料金もまた

引き上げられるだろう。直感的に、それは困ると考える事

業者は多いはずだ。なぜならば、値上げをすると、消費者

が逃げてしまい、収益を失うと感じているからだ。消費者

の需要はまだ弱いのである。

　こうした論法について、賃上げをすれば需要は付いて

くる、賃上げをしないから需要が付いてこない。最低賃金

はもっと積極的に上げるべきだと反論する人も居るだろ

う。しかし、需要（消費者）の中には、賃上げとは距離の遠

い年金生活者が居る。彼らは、公的年金や医療給付など

社会保障を通じて需要の大方が決まってくる人々であ

る。すでに家計消費の半分程度が世帯主60歳以上のシ

ニア世帯が占めており、彼らの需要は財政再建の下で成

長が制約されている。

　日銀の黒田総裁が円安を軸にして2％の物価上昇を演

出したが、うまく行かなかったことも同根の問題である。

公的支出に支えられたシニア消費は、たとえコスト・プッ

シュ作用を強めたとしても、それに連続して消費拡大には

向かわない。いくらインフレ予想を人為的に高めようとし

ても、シニア世帯の消費意欲は買い急ぎには向かわない

のも同様の理屈である。

　人手不足は、サービス業種と並んで技能労働者でも深

刻である。この中には、医療関連も多く含まれるが、ソフト

ウェアや情報通信分野なども多い。もっと広範囲に、特定

分野に精通した知識労働者、専門職を含めて不足と言っ

てよいだろう。要するに、長い経験を経て、特定スキルを

身に付けた人材が応募しても中々集まらなくなっている。

中小企業でベテランが引退した後、後継の人材を養成し

ようとしても、適当な人材が採れないことも似た現象で

ある。

　なぜ、技術労働者が採れないかと言えば、新規供給が

乏しいことがある。かつてのように大企業が新卒を大量

採用して育てないから、人材の層が厚みを維持できなく

なってきた。また、そこから中小企業へと転職していく人

数も限られてくる。

　大企業が技術労働者の内部養成を以前ほどは熱心に

しなくなってきたことが背景にある。新卒採用は一頃に比

べて枠が広がったと言われるが、一方で選別も厳しくなっ

たと言われる。企業サイドからすれば、育成コストを増や

したくないから、優秀とみられる新卒者だけを厳しく選抜

する。昔に比べて、若手正社員は短い年数で能力発揮を

求められるという。90年代までは大企業にまだ余裕が

あって広く内部養成を施していた。社内に教育された若

年人材がプールされていて、年数をかけて内部昇進する

とともに能力発揮を求められた。そうしたキャリア形成の

パイプは近年、細くなってしまっている。

　日本的雇用は、人材の内部養成により企業内に蓄積さ

3. 社会保障は強い需要を生み出せない

4. 人材不足の原因
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れるスキル（人的資本）を厚くすることが強みだと言われ

た。2000年代以降は、非正規化が進み、この日本的雇用

の強みとされた特質は過去のものとなりつつある。企業

がコストをかけて人材を育てなくなった傾向は、非正規化

と同根である。わかりやすく言えば、「正社員を増やせ」と

表現される言葉の意味は、雇用者にもっと長期間の教育

投資をかけて、スキルを有して賃金の高い社員を育成し

て欲しいと訴えているのと等しい。一方、企業は育成コス

トをかける余裕を十分に持っていないので、正社員を昔

のようには増やさない。だから、表面的に非正規労働を

ルールで禁じても何も成果が生まれない。非正規に似た

正社員を代わりに生み出すだけである。

　技能労働者の不足感や止まらない非正規化の流れの

背景には、幅広い対象に人的投資（人件費コスト）をかけ

ないという企業のデフレ的姿勢があるだろう。

　最近、「人材」への関心が高まっている。第四次産業革

命が唱えられ、技術革新を担う人材が経済成長を牽引し

ていくという脈絡からなのだろう。しかし、日本企業では

「人材」に支払う対価は海外企業に比べて僅かだと言われ

る。AIを研究する学者は、日本の若手研究者に支払う年

間給与はせいぜい500万円であり、競争相手の海外企業

との間で強烈な格差があると語っていた。日本企業では

長期雇用を前提として、賃金体系の序列が年功を柱にし

て決まっていることが多い。そうなると、海外との人材獲

得競争で応しい待遇を提示しにくい。「グローバル人材」

なる新語がもてはやされるのに、その人材への対価はグ

ローバル・スタンダードを外れているという皮肉である。

　その序列を変えられない一因として、序列のトップに居

る経営者の報酬の問題がある。日本人経営者は、欧米経

営者並みの報酬を得てはいけないという不文律のような

ものがある。従って、いびつな状態として、グループ企業

の海外子会社の外国人トップが、日本人のCEOよりも何

倍もの報酬を得ているという、笑うに笑えない話になる。

そうした集団的規範が確立すると、組織内序列の下の方

に位置する高度人材も、報酬が高まらないことになる。人

材不足によって賃金上昇が促されるという可能性は、目

に見えないガラスの天井にぶち当たる。

　思考実験として、高度人材には、短期間の成果に応じて

高報酬を配分するようにしたと考えよう。すると、海外企

業との間での人材獲得は有利になる。反面、そうした人材

が目先の成果を出せなくなると報酬は切り下げられる。

すると、人材はより高い報酬を求めて、他社に転職してい

く。結果的に労働市場は流動化する。この状態では、日本

的雇用が部分的に長期雇用を諦めるということになる。

長い内部養成のコストを、後々、時間をかけて回収すると

いうシステムが成り立ちにくい点で、人材育成を考え直す

ことになるだろう。おそらく、落とし所は、部分的に日本企

業も、需給によって高度人材を優遇していかざるを得な

いと言ったところだろう。

　以上の論点をまとめると、人手不足・人材不足だから賃

金が今後上がっていくだろうという展望にはならず、雇用

改革を進めながら隠れた低生産性の環境を是正しなけれ

ば、供給面での需給ミスマッチは治せない。わが国の人

手不足・人材不足は構造改革に時間をかけてゆっくりとし

た解決法を継続する限り、ストレスがたまり続けることで

あろう。

5. 雇用改革の視点
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